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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の推し進める経済、財政政策を背景に

雇用情勢や所得環境は改善傾向にあるものの、新興国経済の減速、円高や株安の進行により企業

の設備投資や個人消費が停滞するなど、景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。 

 このような状況のもと、当社グループ（当社および子会社）は、販売部門においては、各支店

に配置の営業推進部を中心に、提案営業ならびに民需開拓を推進し受注獲得に努めるとともに、

東北地区における震災復興物件に向けた製品の供給や、連結子会社のエヌアイシー株式会社によ

る関東地区での土木資材製品の拡販に注力いたしました。また、生産部門においては、生産性の

向上をより一層推進するとともに、生産子会社ならびに協力会社との連携を強化して、更なる原

価の低減を図るなど、グループ一丸となって収益の向上に努めてまいりました。 

 当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は26億61百万円（前年同期比0.1％

増）、損益面では、営業損失は57百万円（前年同四半期は35百万円の損失）、経常損失は44百万

円（前年同四半期は21百万円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は34百万円（前年同

四半期は30百万円の損失）となりました。 

 セグメント別の状況は、次のとおりであります。 

 

（セグメント別売上高の状況） 

期別 

区分 

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間 

金  額 構成比 金  額 構成比 

  百万円 ％ 百万円 ％ 

土 木 資 材 事 業 1,626 61.2 1,669 62.7

景 観 資 材 事 業 699 26.3 693 26.1

エクステリア事業 333 12.5 299 11.2

合   計 2,659 100.0 2,661 100.0 

 

（土木資材事業） 

 東北地区における震災復興物件において、高台移転による宅地造成に用いられるボックスカ

ルバートや水路製品などが好調に推移するとともに、エヌアイシー株式会社も売上に貢献した

ことから、当セグメントの売上高は16億69百万円（前年同期比2.6％増）となりました。 

 

（景観資材事業） 

 擬石ならびにファニチュア製品などが東日本を中心に売上を伸ばしたものの、主力のバリア

フリータイプや透水・保水タイプの舗装材などが公共工事の着工遅延や進捗遅れにより苦戦を

強いられたことから、当セグメントの売上高は６億93百万円（前年同期比0.8％減）となりまし

た。 

 

（エクステリア事業） 

 主力製品である立水栓は、品揃えを図るとともに、ハウスメーカーへの拡販を推進したこと

により堅調に推移したものの、積材・敷材製品が低調に推移したことから、当セグメントの売

上高は２億99百万円（前年同期比10.3％減）となりました。 
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（２）財政状態に関する説明 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて９億７百万円減少

し、146億46百万円となりました。これは主に、売上高に季節的変動があることで、売上債権の受

取手形及び売掛金が11億30百万円減少したものであります。 

 当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて７億93百万円減少

し、85億65百万円となりました。これは主に、売上高の季節的変動に伴い、仕入債務の支払手形

及び買掛金が５億61百万円減少、ならびに電子記録債務が１億33百万円減少したものでありま

す。 

 当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて１億14百万円減少

し、60億80百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上ならび

に配当金の支払いにより利益剰余金が減少したことによるものであります。この結果、自己資本

比率は41.4％となりました。 

 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき予想しました結果、平成28年４月28日に

発表しました業績予想値に変更はありません。 

 なお、実際の業績につきましては、今後様々な要因によって予想値と異なる可能性がありま

す。 

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

 

（３）追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28

年３月28日）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,128,525 1,075,101 

受取手形及び売掛金 5,024,414 3,893,898 

電子記録債権 483,734 585,456 

商品及び製品 1,022,603 1,150,042 

仕掛品 65,256 82,166 

未成工事支出金 5,260 8,381 

原材料及び貯蔵品 197,265 213,172 

繰延税金資産 61,657 77,550 

その他 45,573 47,678 

貸倒引当金 △9,003 △6,869 

流動資産合計 8,025,287 7,126,579 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,170,192 1,163,308 

土地 4,807,005 4,807,005 

その他（純額） 798,973 806,674 

有形固定資産合計 6,776,171 6,776,988 

無形固定資産 209,828 221,523 

投資その他の資産    

投資有価証券 433,470 409,472 

繰延税金資産 28,835 32,635 

その他 84,105 82,513 

貸倒引当金 △2,939 △2,939 

投資その他の資産合計 543,471 521,681 

固定資産合計 7,529,471 7,520,193 

資産合計 15,554,758 14,646,772 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,301,596 1,739,837 

電子記録債務 1,302,232 1,168,774 

短期借入金 3,412,932 3,362,936 

未払法人税等 82,793 12,066 

未払消費税等 100,734 23,505 

未払費用 119,330 220,358 

賞与引当金 116,146 63,039 

役員賞与引当金 8,840 － 

その他 308,970 352,021 

流動負債合計 7,753,577 6,942,540 

固定負債    

長期借入金 1,305,612 1,337,375 

退職給付に係る負債 89,720 80,379 

その他 210,447 205,562 

固定負債合計 1,605,780 1,623,316 

負債合計 9,359,357 8,565,856 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,019,800 2,019,800 

資本剰余金 2,016,609 2,016,609 

利益剰余金 2,102,709 2,008,512 

自己株式 △90,606 △90,606 

株主資本合計 6,048,511 5,954,315 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 104,048 87,275 

退職給付に係る調整累計額 25,432 24,122 

その他の包括利益累計額合計 129,481 111,398 

非支配株主持分 17,408 15,202 

純資産合計 6,195,401 6,080,915 

負債純資産合計 15,554,758 14,646,772 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 2,659,189 2,661,880 

売上原価 2,247,298 2,245,670 

売上総利益 411,890 416,209 

販売費及び一般管理費 447,507 473,393 

営業損失（△） △35,617 △57,184 

営業外収益    

受取配当金 6,220 6,291 

受取賃貸料 5,676 5,561 

工業所有権実施許諾料 4,861 4,598 

雑収入 8,144 5,768 

営業外収益合計 24,902 22,220 

営業外費用    

支払利息 7,706 6,161 

賃貸費用 1,554 1,629 

雑損失 1,567 1,263 

営業外費用合計 10,828 9,054 

経常損失（△） △21,542 △44,018 

特別利益    

固定資産売却益 － 314 

特別利益合計 － 314 

特別損失    

事業整理損 12,953 － 

特別損失合計 12,953 － 

税金等調整前四半期純損失（△） △34,496 △43,703 

法人税、住民税及び事業税 17,214 5,561 

法人税等調整額 △21,314 △14,486 

法人税等合計 △4,099 △8,925 

四半期純損失（△） △30,396 △34,778 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △405 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △30,396 △34,372 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：千円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純損失（△） △30,396 △34,778 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 6,283 △16,773 

退職給付に係る調整額 △3,446 △1,309 

その他の包括利益合計 2,836 △18,082 

四半期包括利益 △27,559 △52,861 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △27,559 △52,455 

非支配株主に係る四半期包括利益 － △405 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。
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